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トピックス4　深層崩壊の推定頻度を示した全国マップ
国土交通省と（独）土木研究所は、山崩れなどの斜面崩壊のうち、降雨や融雪を原因とした深層崩壊の
推定頻度を示した全国マップを作成し、2010年 8月11日に発表した。深層崩壊は、すべり面が表層崩
壊よりも深部で発生し、表土層だけではなく深層の岩盤までもが一緒に崩れ落ちる現象で、発生頻度は
低いが甚大な災害を引き起こす。深層崩壊発生の要因は複雑で、発生予測が極めて困難とされてきた。
両機関は、1868年以降に発生した 122事例を調査し、深層崩壊は山岳の隆起量が大きく、特定の地質
の地域に多く発生していることを明らかにした。今回のマップは、この調査を基に発生頻度を 4段階に
分けて推定し図化しており、九州・四国の南部地方や長野県付近の本州中央部などで相対的に発生頻度
が高いとしている。今後、このマップで頻度が高いと推定された地域を中心に詳細な調査を進め、危険
度の評価を実施する。
国土交通省と（独）土木研究所は、山崩れなどの斜面
崩壊のうち、降雨や融雪を原因とした深層崩壊の推定
頻度を示した全国マップを作成し、2010 年 8月11日
に発表した。
頻繁に起こる表層崩壊は、厚さ0.5m～2.0m程度の
表層土が、表土層と基盤層の境界に沿って滑落する現
象である。これに対して深層崩壊は、すべり面が表層
崩壊よりも深部で発生し、表土層だけでなく深層の岩
盤までも一緒に崩れ落ちる現象である。深層崩壊の発
生頻度は表層崩壊より低いが、一度発生すると大規模
な土砂崩壊となり、下流集落に多大な犠牲者や家屋の
倒壊等を発生させたり、河川を閉塞して水害を誘発する
など、甚大な災害を引き起こしている。深層崩壊発生の
要因は複雑で、発生予測が極めて困難とされてきた。
両機関が 1868 年以降に発生した崩壊土砂量10万
m3 以上の122 事例を調査したところ、第四紀（約 200
万年前から現在）の山岳の隆起が大きく、さらに、付
加体と呼ばれる海洋プレ トーが沈み込む際にその上の
堆積物等が海溝付近で大陸の縁に付加してできた複雑
な地層などが存在する地域に多く発生していることが
分かり、深層崩壊の発生頻度に関する研究が進んだ。
今回の全国マップは、全国的な深層崩壊の発生頻
度状況を俯瞰するための第一段階の試みとして、山岳
の隆起量、地質情報や過去の深層崩壊発生実績を基
に、発生頻度を4 段階に分けて推定し、図化している。
このマップによると、九州・四国の南部地方や長野県
付近の本州中央部などで、相対的に発生頻度が高いと
推定される。
しかし、今回のマップは、簡易な調査により深層崩
壊の相対的な発生頻度を推定したもので、市町村単位
等の細かい単位で表示できる精度を有していない。両
機関は、今後 3 年程度を目途に、頻度が高いと推定
された地域を中心に、（独）土木研究所が 2008 年に開発
した「深層崩壊の発生の恐れのある渓流抽出マニュアル
（案）」に沿って、渓流レベルの危険度の評価を実施する
計画である。このマニュアル案は、深層崩壊実績資料、
縮尺 1～2万分の1の空中写真、50mメッシュの数値
地図や20万分の1の地質図などの詳細な情報を用いて、
①深層崩壊の実績や跡地の有無の状況、②深層崩壊
発生の前兆として地表に現れる岩盤クリー プや二重山稜
などの微地形要素と断層の状況、③渓流の斜面傾斜度
と集水面積の状況という3つの指標により、深層崩壊
発生の危険度を評価する手法が示されている。
今後の調査において、危険と判断された箇所について
は、天然ダム形成の可能性の検討や関係自治体の避難
対策の検討が行われる方針が両機関より示されている。
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図表 1　表層崩壊と深層崩壊
の比較2）
図表 1は出典参考文献 2）、図表 2は参考文献1）を
基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 2　深層崩壊の推定頻度
全国マップの抜粋
